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「建築物の改修・解体時における石綿含
有建築用仕上塗材からの石綿粉じん飛

散防止処理技術指針」

国土交通省 国土技術政策総合研究所国土交通省 国土技術政策総合研究所

古賀 純子

石綿粉じん飛散防止処理技術指針
作成の背景・経緯
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石綿含有建材

• 吹付け石綿、石綿含有吹付けロックウール

• 吹付けパーライト、吹付けパーライト（軽量骨材仕上塗材）

• 建築用仕上塗材

• 石綿含有保温材等（耐火被覆材、煙突断熱材、フェルトン含
む）

石綿含有成形板• 石綿含有成形板

＜石綿障害予防規則則＞（抜粋）

（吹付けられた石綿等の除去等に係る措置）
第６条 事業者は、次のいずれかの作業に労働者を従事させるときは、次

項に定める措置を講じなければならない。ただし、当該措置と同等以上
の効果を有する措置を講じたときは この限りではないの効果を有する措置を講じたときは、この限りではない。
一 ～三 略

２ 事業者が講じる前項本文の措置は、次の各号に掲げるものとする。
一 前項各号に掲げる作業を行う作業場所（以下この項において「石綿

等の除去等を行う作業場所」という。）を、それ以外の作業を行う作
業場所から隔離すること。

二 石綿等の除去等を行う作業場所にろ過集じん方式の集じん・排気装
置を使用すること。置を使用すること。

三 石綿等の除去等を行う作業場所を負圧に保つこと。
四 石綿等の除去等を行う作業場所の出入口に前室、洗身室及び更衣室

を設置すること。これらの室の設置に当たっては、石綿等の除去等を
行う作業場所から労働者が退出するときに、前室、洗身室及び更衣室
をこれらの順に通過するように互いに連接させること。を設置すること。

五～七 略
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吹き付けられた石綿等
• 石綿又は石綿をその重量の0.1％を超えて含有する製剤その

他の物
石綿含有率が0 1％を超えるか– 石綿含有率が0.1％を超えるか

– 吹付け工法で施工されたか否か

• 建築用仕上塗材の場合、こて塗り、ローラー塗り等の施工方
法によらず、できる限り作業内容の確認を行い、必要に応じて
作業場所の隔離や電動ファン付き呼吸用保護具の着用等の
石綿飛散防止対策を行う

• 石綿則第6条の作業場の隔離については、当該措置と同等以綿則第 条 作業場 隔離 、 該措置 同等以
上の効果を有する措置を講じたときはこの限りではない（同条
第1項但し書き）

JIS A 6909:2014
建築用仕上塗材

＜適用範囲＞

この規格は，セメント，合成樹脂などの結合材，
顔料，骨材などを主原料とし，主として建築物
の内外壁又は天井を，吹付け，ローラー塗り，
こて塗りなどによって立体的な造形性をもつ模
様に仕上げる建築用仕上塗材（以下，仕上塗様に仕上げる建築用仕上塗材（以下，仕上塗
材という。）について規定する。
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塗料と仕上塗材の比較

塗 料 仕上塗材塗 料 仕上塗材

塗り厚 数十ミクロン 数mm～約10mm

材料の品質 JIS K XXXX

（化学）

JIS A 6909

（建築）

日本標準産業分類の
製造業区分

Ｆ－製造業

１７５４ 塗料製造業

Ｆ－製造業

３２９９ その他製造業製造業区分 １７５４ 塗料製造業 ３２９９ その他製造業

建築学会 建築工事標
準仕様書の区分

JASS 18 塗装工事 JASS  15  左官工事

JASS  23  吹付け工事

国交省 建築工事標準
仕様書の区分

塗装工事 左官工事

（仕上塗材仕上げ）

仕上塗材の分類

大分類 中分類 小分類 機能大分類 中分類 小分類 機能

薄付け

厚付け

複層

軽量骨材

可とう形改修用

内装用

外装用

セメント系

けい酸質系

合成樹脂エマル
ション系

合成樹脂溶液系

防水形

可とう形

調湿形

可とう形改修用 合成樹脂溶液系

水溶性樹脂系

消石灰ドロマイト
プラスター系

せっこう系
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• セメント系薄付け仕上塗材
– セメントリシン

主な仕上塗材

セメントリシン
• 合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材

– 樹脂リシン
• 複層仕上塗材

– 吹付けタイル
• 防水形複層仕上塗材

弾性吹付けタイル– 弾性吹付けタイル
• 軽量骨材仕上塗材

– パーライト吹付け、バーミキュライト吹付け
• 厚付け仕上塗材

– スタッコ
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建築用仕上塗材に準じる建材

• マスチックA（外装薄塗材Eに相当）、マスチックB
（内装薄塗材Eに相当） マスチ クC（複層塗材（内装薄塗材Eに相当）、マスチックC（複層塗材
CEに相当）、マスチックBについては2009年（平
成21年）に廃止

• 外壁塗膜防水材：JIS A 6021（建築用塗膜防水
材）材）

• JIS A 6916 建築用下地調整塗材

JIS A 6916:2014 
建築用下地調整塗材

＜適用範囲＞

この規格は，建築用仕上塗材，塗料，セラ
ミックタイルなどによる内外装仕上げ工事の
下地調整のために使用する下地調整塗材に下地調整のために使用する下地調整塗材に
ついて規定する。
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建築研究所での実験概要

• 国立研究開発法人建築研究所（茨城県つくば• 国立研究開発法人建築研究所（茨城県つくば
市）のばくろ試験場にて屋外暴露試験に供され
ていた試験体を使用した。1980年に屋外暴露が
開始され、34年が経過している。

• 舗車道境界ブロック（コンクリート製600×170

×200mm）を下地とし、石綿含有仕上塗材が施
工されている。
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呼び名 種類 通称（例） 試験体数

複層E 複層仕上
塗材

合成樹脂エマルション系複
層仕上塗材

アクリルタイル 4

複層RE 複層仕上
塗材

反応硬化形合成樹脂エマル
ション系複層仕上塗材

水系エポキシタイル 8

複層RS 複層仕上
塗材

合成樹脂溶液系複層仕上
塗材

エポキシタイル 4

原材料
複層E 複層RE 複層RS

配合(%) 配合(%) 配合(%)
ｽﾁﾚﾝ･ｱｸﾘﾙ系エマルション（固形分46％） 25.5 ― ―
エポキシ樹脂 ― 19.9 27.3 
分散剤 1.5 ― ―
消泡剤 0.2 ― ―
凍結安定剤 1.0 ― ―
防腐剤 0.1 ― ―防腐剤
防かび剤 0.1 ― ―
増粘剤 1.0 ― ―
アスベスト（クリソタイル） 1.0 1.5 0.5 
珪石粉 ― 53.5 18.2 
二酸化チタン 5.0 6.0 5.0 
炭酸カルシウム 57.0 17.6 42.7 
タルク ― 1.5 ―
造膜助剤 2.2 ― ―

剤添加剤 ― ― 0.9 
水 5.4 ― ―
トルエン・MIBK・IPA※ ― ― 5.4 

計 100.0 100.0 100.0 
配合時・アスベスト（ｸﾘｿﾀｲﾙ）含有率(%) 1.00 1.50 0.50 
硬化時・アスベスト（ｸﾘｿﾀｲﾙ）含有率(%) 1.34 1.50 0.53 

※MIBK：Methyl Isobuctyl Ketone（メチルイソブチルケトン）、IPA：Isopropyl Alcohol（イ

ソプロピルアルコール）



9

№ 改修（解体）工法 使用試験体

1 高圧水洗浄（15MPa） 飛沫防止用カバー 有 複層RE 4体

2 高圧水洗浄（15MPa） 飛沫防止用カバー 無 複層RE 4体

3 超高圧水洗（100MPa） 飛沫防止用カバー 有 複層RE 2体*

4 はく離剤併用 超高圧水洗
（100MPa）

飛沫防止用カバー 無 複層RE 2体*

5 電動工具（はつり）けれん 複層RS 2体

6 電動工具（ディスクサンダー）けれん 粉じんカバー 有 複層RE 2体*

7 電動工具（ディスクサンダー）けれん 粉じんカバー 無 複層RE 2体*

8 超音波けれん 複層E 2体

9 はく離剤併用 超音波けれん 複層E 2体

10 ブレーカによる解体 複層RS 2体

*№1、２で実施した高圧水洗浄後の試験体を用いる



10

実験内容 試料 測定
点

サンプリン
グ
⽅法

総繊維数濃度 定量下
限

No. ⼯法 (f/L) (f/L)

1
⾼圧⽔洗浄
（15MPa）

⾶沫防
⽌⽤カ
バー有

複層RE

① PCM 14.8 3.6 
② PCM 18.8 3.6 
③ PCM 13.4 3.6 

⾼圧⽔洗浄 ⾶沫防 ① PCM 20.2 3.6
2

⾼圧⽔洗浄
（15MPa）

⾶沫防
⽌⽤カ
バー無

複層RE

① PCM 20.2 3.6 
② PCM 14.8 3.6 
③ PCM 17.5 3.6 

3
超⾼圧⽔洗
（100MPa）

⾶沫防
⽌⽤カ
バー有

複層RE

① PCM 329.4 3.6 
② PCM 258.1 3.6 
③ PCM 290.4 3.6

4

はく離剤併⽤
超⾼圧⽔洗
（ ）

複層RE

① PCM 13.4 3.6
② PCM 17.5 3.6

（100MPa） ③ PCM 20.2 3.6 

5
電動⼯具（はつ
り）けれん 複層RS

① PCM 65.9 3.6 
② PCM 117.0 3.6 
③ PCM 86.0 3.6 

6

電動⼯具（ディ
スクサンダー）
けれん

粉じん
カバー
有

複層RE

① PCM 33.6 3.6 
② PCM 29.6 3.6 
③ PCM 33.6 3.6 

実験内容 試料 測定
点

サンプリン
グ
⽅法

総繊維数濃度 定量下
限

No. ⼯法 (f/L) (f/L)

7-1 電動⼯具
（ディスクサ
ダ ） れ

粉じん
カバー 複層RE

① PCM 336111.1 7.1 

② PCM 397955.6 7.1 

③ PCM 329388.9 7.1 
ンダー）けれ
ん

カバ
無

複層RE

7-2

① PCM 251680.0 7.1 

② PCM 313255.6 7.1 

③ PCM 155955.6 7.1 

8 超⾳波けれん 複層E

① PCM 82.0 3.6 

② PCM 60.5 3.6 

③ PCM 87.4 3.6 

離剤併
① PCM 53.8 2.7

9
はく離剤併⽤
超⾳波けれん 複層E

① PCM 53.8 2.7 

② PCM 81.7 2.7 

③ PCM 50.7 2.7 

10
ブレーカによ
る解体 複層RS

① PCM 1183.1 3.6 

② PCM 1236.9 3.6 

③ PCM 1021.8 3.6 

BG PCM 17.0 2.4 
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作業
区
画

測定
点

総繊維数
濃度

灰化処理後
無機質繊維数

濃度

SEMによる
クリソタイル繊維

数濃度
画 点

(f/L) (f/L) (f/L)

⑩ D ② 1237 834 2

⑦ 1 D ② 397956 4033 4⑦-1 D ② 397956 4033 4

⑦-2 D ② 313256 5754 8

石綿粉じん飛散防止処理技術指針
目次

４．届出

５ 処理作業共通事項

１．総則

1 1 目的 ５．処理作業共通事項

６．隔離工法

6.1 隔離養生

6.2 セキュリティーゾーンの設置

6.3 集じん・排気装置の設置

6.4 隔離解除前の措置

７ 隔離工法としない場合の措置

1.1 目的

1.2 適用範囲

1.3 用語

２．事前調査

2.1 調査方法

2.2事前調査後の措置

仕上塗材 処理 法 ７．隔離工法としない場合の措置

８．廃水処理

９．廃棄物処理

付録）施工例

３．仕上塗材の処理工法

3.1 処理工法の種類

3.2 処理工法の選定

3.3 施工計画の作成

http://www.nsk-web.org/as/as20160613.pdf
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1.2 適用範囲

• 2006年8月までに施工された石綿含有仕上塗
材の改修工事 解体工事材の改修工事、解体工事

• 改修工事において、石綿含有仕上塗材の主材
層を除去、または洗浄する場合

• 解体工事において、石綿含有仕上塗材を除去
する場合する場合

適用範囲外 (石綿関連作業ではない)

• 石綿を含有していない一般的な仕上塗材の
改修工事・解体工事

• 上塗材が施工されていない薄塗材・厚塗材
で、劣化が認められない既存仕上塗材層表
面の汚れを水洗いまたは15MPa以下の高圧面の汚れを水洗いまたは15MPa以下の高圧
水洗で洗浄する処理
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適用範囲外 (石綿関連作業ではない）

• 上塗材が施されている複層塗材・厚塗材で、上塗材には
白亜化 エフロレッセンス 剥がれ 膨れ 割れの何れか白亜化、エフロレッセンス、剥がれ、膨れ、割れの何れか
が認められるが、主材層は劣化しておらず、上塗材表面
の汚れ、付着物または脆弱な上塗材の部分を、水洗いも
しくは15MPa以下の高圧水洗（集じん装置付き高圧水洗
含む）で洗浄・除去する処理

• 過去に実施された改修工事において、石綿含有仕上塗
材 表層 綿を含有 な 改修塗装系が施され おり材の表層に石綿を含有しない改修塗装系が施されており、
既存仕上塗材層の洗浄・除去に当たって石綿含有仕上
塗材主材層に全く影響を及ぼさない処理

建築用仕上塗材の一般的改修方法

• 仕上塗材の上塗材表面のみの劣化

表面ケレ 後に上塗材塗り– 表面ケレン後に上塗材塗り

• 仕上塗材の主材層からの劣化（ふくれ、われ、は
がれ）

– 仕上塗材の全面除去後仕上塗材再施工

• 仕上塗材の主材層の部分劣化仕上塗材の主材層の部分劣化

– 主材の部分除去、除去部分の再施工・模様合
わせ後、上塗材の全面塗装
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仕上塗材の典型的な改修例
• 薄付け仕上塗材

– 高圧水洗（15MPa）で仕上塗材層を部分除去し、薄付け仕上塗材で改修

– 全面除去し、仕上塗材等で改修

• 複層仕上塗材• 複層仕上塗材

– 高圧水洗で上塗材、主材を部分除去し、可とう形改修用仕上塗材で改修

– 主材まで劣化した部分を除去し、除去部分に模様付けし、上塗材を全面
塗装

– 劣化した上塗材を洗浄し、上塗材を全面塗装

• 厚付け仕上塗材

– 洗浄、上塗材再塗装

主材の部分的除去 部分的模様付け等– 主材の部分的除去、部分的模様付け等

1.3 事前調査
調査依頼

調査実施計画 

書類・ヒアリング調査 

仕上塗材の種類 

施工年 

施工部位 

予備調査 

石綿の有無有 無 

不明 現地調査 
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事前調査

石綿の有無有 無 

予備調査 

との相違 

予備調査 

との相違 

試料採取・分析 

不明 

有または不明 

無 

有または不明 

無 

現地調査 

石綿含有量

石綿含有仕上塗材 石綿非含有仕上塗材 

0.1%以下 

0.1%超 

事前調査

• 事業者は 本指針における改修工事また事業者は、本指針における改修工事また

は解体工事を行うときは、あらかじめ当該
建築物に使用されている仕上塗材の石綿
の有無を、設計図書または分析により調査
しなければならない。

• 事業者は、事前調査の結果を記録しておか
なければならない。
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事前調査

• 設計図書等により調査する場合は、当該建築物の設計図書
のほか、国土交通省および経済産業省が公表している「石綿
（アスベスト）含有建材データベース」 日本建築仕上材工業（アスベスト）含有建材デ タベ ス」、日本建築仕上材工業
会が公表している「アスベスト含有仕上塗材・下地調整塗材
に関するアンケート調査結果」を活用すること

• 分析方法は、JIS A 1481‐2（建材製品中のアスベスト含有率測

定方法－第２部：試料採取及びアスベスト含有の有無を判定
するための定性分析方法）またはJIS A 1481‐3（建材製品中の

ベ 含有率 定方法 第 部 ベ 含有率 線アスベスト含有率測定方法－第３部：アスベスト含有率のＸ線
回折定量分析方法）もしくはこれらと同等以上の精度を有す
る分析方法によること。

分析試料の採取方法

• 薄付け仕上塗材（砂壁状仕上げなど）の場
合は、上塗材が使用されておらず、下塗材も
ほとんど層を形成していないので、仕上塗材
と下地との界面にスクレーパやカッターナイ
フの刃先を入れ、仕上塗材を採取するのが
一般的である 薄付け仕上塗材は 膜厚が般的である。薄付け仕上塗材は、膜厚が
3mm程度以下と薄いため、比較的広い面積
の塗膜を採取する必要がある。
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分析試料の採取方法
• 複層仕上塗材（吹付けタイル仕上げなど）は、上塗材・主材・

下塗材があるが、上塗材の厚さは塗料と同じ数十ミクロンで
あり 下塗材もほとんど層を構成していない したがって 複あり、下塗材もほとんど層を構成していない。したがって、複
層仕上塗材層のほとんどが主材部分であり、これをカッター
ナイフ、スクレーパ、ノミ等削り取るのが一般的である。複層
仕上塗材は表面に凹凸模様のテクスチャーが付与されてい
ることが多い。これらの凹凸部分を形成している主材は、どの
部分であっても組成は同一である。また、複層仕上塗材は下
地への付着強度が高いので、下地と主材層との界面からき強
れいに剥離除去できない場合が多いと考えられる。このよう
な場合は、主材層を部分的に破壊して採取することとなる。

分析試料の採取方法

厚付け仕上塗材（スタッコ仕上げなど）は 上塗材• 厚付け仕上塗材（スタッコ仕上げなど）は、上塗材

がある場合と上塗材がない場合がある。上塗材
があったとしても仕上塗材層全体に占める質量比
は僅かである。厚付け仕上塗材の主材層は厚く、
その組成も均一であることから主材層を部分的に
採取すればよいと考える。厚付け仕上塗材層と下
地との界面で剥離採取することはかなり困難であ
る。
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2.2 事前調査後の措置

• 事前調査の結果は、関係法令に基づいて掲示
するする

• 事前調査の結果、石綿含有仕上塗材が施工さ

れている既存建築物を改修または解体する場
合は、施工計画を立案する

3.1 処理工法の種類

• 水洗い工法

• 手工具ケレン工法

• 集じん装置併用手工具ケレン工法

• 高圧水洗工法（15MPa以下、30～50MPa程度）

• 集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以下、30
程度）～50MPa程度）
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3.1 処理工法の種類

• 超高圧水洗工法（100MPa以上）

• 集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa以上）

• 超音波ケレン工法（HEPAフィルター付き掃除機併用含む）

• 剥離剤併用手工具ケレン工法

• 剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa程度）

• 剥離剤併用超高圧水洗工法（100MPa以上）

• 剥離剤併用超音波ケレン工法

• ディスクグラインダーケレン工法

• 集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法

• その他（石綿則第6条第1項に基づく同等以上の効果を有す
る工法）
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3.2処理工法の選定

• 仕上塗材の種類 劣化状態 処理効果 粉じん• 仕上塗材の種類、劣化状態、処理効果、粉じん
発生、隔離養生の要否、施工費用、廃水中の
石綿処理、開口部周り、入り隅等への適用

• 石綿粉じん飛散防止処理から観た工法区分

–Ⅰ：隔離工法隔離 法

–Ⅱ：石綿則第6条但し書き該当工法

–Ⅲ：石綿関連作業に該当せず
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去
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水洗い工法 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

高 水洗 法（ ）

処理の効果

処理工法

処理後の状態

工法選定の
考え方

解説表3.2　既存仕上塗材層を残して塗り替える場合の処理工法の選定例（その１：上塗材がない場合）

工
法
区
分
*
*

主として主材表面の汚
れを除去できる工法を
定す

健全
解説図3.3
状態①

解説図3.2
状態①

処理工法の特徴既存仕上塗材層の状態

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 可 ― 有 要 A 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以
下）

可 可 ― 有 否 A 要 不可 Ⅱ

手工具ケレン工法 不可 可 可 有 要 A ― 可 Ⅰ

集じん装置併用手工具ケレン工法 不可 可 可 有 否 A ― 可 Ⅱ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 可 可 有 要 A 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以
下）

可 可 可 有 否 A 要 不可 Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 可 可 可 有 要 B 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法
（30 50MPa程度）

可 可 可 有 否 B 要 不可 Ⅱ

主材表層の劣化

白亜化
エフロレッセンス

摩耗

改修塗材との付着阻
害となる主材表面の脆
弱部分を除去できる工
法を選択する

解説図3.2 解説図3.3

主材層の劣化

着

脆弱な主材表面のみ
はなく 脆弱な主材

解説図3.2
状態②

解説図3.3
状態②

選定する
状態①状態①

（30～50MPa程度）

超高圧水洗工法（100MPa以上） 可 可 可 有 要 C 要 不可 Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa
以上）

可 可 可 有 否 C 要 不可 Ⅱ

超音波ケレン工法 不可 不可 可 有 要 C ― 可 Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

不可 不可 可 有 否 C ― 可 Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 不可 可 可 有 要 B ― 可 Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン
工法

不可 可 可 有 否 B ― 不可 Ⅱ

―　：　対象とならない処理

*　施工費用：　（安価←）A<B<C<D<E　　施工価格のみで養生等の経費は含まない。A～Eは解説表3.2～3.4の相対比較。

** 工法区分：  解説表3.5の備考（解説表3.2～3.4の工法区分）との関連

解説図3.2
状態
③～⑥

解説図3.3
状態
③～⑥

付着力低下
浮き
膨れ
剥がれ

ではなく、脆弱な主材
も除去できる工法を選
択する

状態②＜上塗材の劣化＞ 状態③＜上塗材の劣化2＞ 状態④<主材の劣化1＞ 状態⑥＜主材の劣化3＞

＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞
白亜化 白亜化 白亜化 白亜化 白亜化

健全 割れ 割れ 割れ 割れ
剥がれ 剥がれ 剥がれ 剥がれ

膨れ 摩耗 摩耗

＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
割れ 割れ 割れ

浮き 剥がれ

状態⑤＜主材の劣化2＞状態①＜健全＞

上塗材

コ
ン
ク
リ
ー
ト

状態②＜主材表層の劣化＞ 状態③＜主材層の劣化1＞ 状態④＜主材層の劣化2＞ 状態⑤＜主材層の劣化3＞

＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
白亜化 白亜化 白亜化 白亜化 白亜化
摩耗 摩耗 摩耗 摩耗 摩耗

健全 割れ 割れ 割れ 割れ

状態⑥＜主材層の劣化4＞

解説図3.1　複層仕上塗材の劣化進行模式図

状態①＜健全＞

コ

下地調整材

下塗材

主材

健全 割れ 割れ 割れ 割れ
浮き 剥がれ 剥がれ

解説図3.2　薄付け仕上塗材の劣化進行模式図

ン
ク
リ
ー
ト

下地調整材

下塗材

主材
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状態②＜主材表層の劣化＞ 状態③＜主材層の劣化1＞ 状態④＜主材層の劣化2＞ 状態⑤＜主材層の劣化3＞

健全 ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
白亜化 白亜化 白亜化 白亜化 白亜化
摩耗 摩耗 摩耗 摩耗 摩耗

割れ 割れ 割れ 割れ
浮き 剥がれ 剥がれ

（上塗材がない場合）
状態①＜健全＞ 状態⑥＜主材層の劣化4＞

コ
ン
ク
リ
ー
ト

主材

状態⑧＜上塗材の劣化＞ 状態⑨＜上塗材の劣化2＞ 状態⑩<主材の劣化1＞ 状態⑫＜主材の劣化3＞

＜上塗材＞ ＜上塗材＞ ＜上塗材＞
＜上塗材＞ ＜上塗材＞ 白亜化 白亜化 白亜化

白亜化 白亜化 割れ 割れ 割れ
健全 割れ 剥がれ 剥がれ 剥がれ

剥がれ 膨れ 摩耗 摩耗

（上塗材がある場合）
状態⑦＜健全＞ 状態⑪＜主材の劣化2＞

下塗材

下地調整材

コ 剥がれ 膨れ 摩耗 摩耗

＜主材＞ ＜主材＞ ＜主材＞
割れ 割れ 割れ

浮き 剥がれ

主材

解説図3.3　厚付け仕上塗材の劣化進行模式図下地調整材

コ
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ー
ト
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上塗材
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水洗い工法 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ
上塗材は活膜で、主
材まで劣化が進んでい
ないため 上塗材の洗

処理の効果 処理後の状態

解説図3.1 解説図3.3
健全

工法選定の考え方

既存仕上塗材層の状態

処理工法

解説表3.3　既存仕上塗材層を残して塗り替える場合の処理工法の選定例（その２：上塗材がある場合）

工
法
区
分
*
*

処理工法の特徴

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 ― ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

高圧水洗工法（15MPa以下） 可 可 ― 無 否 A 不要 可 Ⅲ

集じん装置付き高圧水洗工法（15MPa以
下）

可 可 ― 無 否 A 不要 不可 Ⅲ

手工具ケレン工法 不可 可 可 有 要 A ― 可 Ⅰ

集じん装置併用手工具ケレン工法 不可 可 可 有 否 A ― 可 Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 可 可 可 有 要 B 要 可 Ⅰ

集じん装置付き高圧水洗工法
（30～50MPa程度）

可 可 可 有 否 B 要 不可 Ⅱ
主材の変化

脆弱な上塗材のほか、
割れを発生している主

ないため、上塗材の洗
浄を目的とした工法を
選定する

解説図

状態①

解説図

状態⑦ 白亜化
エフロレッセンス

改修塗材との付着阻
害となる上塗材の脆弱
塗膜部分を完全に除
去できる工法を選択す
る

解説図3.1
状態②③

解説図3.3
状態⑧⑨

上塗材の変化

　剥がれ
　膨れ
　割れ

超高圧水洗工法（100MPa以上） 可 可 可 有 要 B 要 不可 Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa
以上）

可 可 可 有 否 C 要 不可 Ⅱ

超音波ケレン工法 不可 不可 可 有 要 C ― 可 Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

不可 不可 可 有 否 C ― 可 Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 不可 可 可 有 要 C ― 可 Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン
工法

不可 可 可 有 否 C ― 不可 Ⅱ

―　：　対象とならない処理
*　施工費用：　（安価←）A<B<C<D<E　　施工価格のみで養生等の経費は含まない。A～Eは解説表3.2～3.4の相対比較。
** 工法区分：  解説表3.5の備考（解説表3.2～3.4の工法区分）との関連

解説図3.l
状態

④～⑥

解説図3.3
状態
⑩～⑫

付着力低下
浮き
膨れ
剥がれ

材周辺の一部の活膜
除去も実施。主に脆弱
な上塗材の剥離を目
的とした工法を選定
し、部分的に活膜を除
去する工法を選択する
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*

超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 要 D 要 不可 B Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MP 以上） 有 否 E 要 不可 C Ⅱ

解説表3.4　既存仕上塗材層をすべて除去する場合の処理工法の選定例

工
法
区
分
*
*
*

処理後
の状態

既存仕上塗材の種
類

処理工法

処理工法の特徴

工法選定の考え方

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 否 E 要 不可 C Ⅱ

剥離剤併用超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 否 D 要 不可 A Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 有 要 D 要 可 C Ⅰ

剥離剤併用高圧水洗工法（30～50MPa程度） 有 否 C 要 可 A Ⅱ

超音波ケレン工法 有 要 C ― 可 E Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

有 否 C ― 可 E Ⅱ

剥離剤併用手工具ケレン工法 無 否 A ― 可 A Ⅱ

剥離剤併用超音波ケレン工法 有 否 C ― 可 D Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 有 要 A ― 可 E Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法 有 否 B ― 可 E Ⅱ

超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 要 A 要 不可 B Ⅰ

有機系仕上塗材

下地と塗材の付着性に問
題がある部分が多いた
め、もしくは意匠性の変更
のため、活膜を含む全面
を除去できる工法を選定
する

超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 要 A 要 不可 B Ⅰ

集じん装置付き超高圧水洗工法（100MPa以上） 有 否 E 要 不可 C Ⅱ

高圧水洗工法（30～50MPa程度） 有 要 D 要 可 D Ⅰ

超音波ケレン工法 有 要 C ― 可 D Ⅰ

超音波ケレン工法
（HEPAフィルター付掃除機併用）

有 否 C ― 可 D Ⅱ

ディスクグラインダーケレン工法 有 要 C ― 可 D Ⅰ

集じん装置付きディスクグラインダーケレン工法 有 否 D ― 可 E Ⅱ

―　：　対象とならない処理
*　　施工費用：　（安価←）A<B<C<D<E　　施工価格のみで養生等の経費は含まない。A～Eは解説表3.2～3.4の相対比較。
**   作業効率：　（良←）A>B>C>D>E
*** 工法区分：  解説表3.5の備考（解説表3.2～3.4の工法区分）との関連

無機系仕上塗材

下地と塗材の付着性に問
題がある部分が多いた
め、もしくは意匠性の変更
のため、活膜を含む全面
を除去できる工法を選定
する。無機系塗膜の場合
剥離剤の効果はほとんど
期待できない

措置 解体・改修
（既存塗膜除去）

解体・改修
（既存塗膜除去）

石綿則第6条但し書き

改修（塗膜洗浄）
石綿関連作業に

該当せず

3.3 施工計画の作成
石綿含有建築用仕上塗材の改修工事等における石綿則等の規制

石綿則第6条但し書き 該当せず

事 前 調 査 要 要 要

結果の掲示 要 要 要

届 出 要 要 －（該当せず）

隔 離 等 要 不要 －（該当せず）

作業主任者 要 要 －（該当せず）

特 別 教 育 要 要 －（該当せず）特 別 教 育 要 要 （該当せず）

保 護 具 電動ファン付以上 防じんマスク以上 －（該当せず）

作 業 記 録 40年保存 40年保存 －（該当せず）

廃 棄 物 除去物・養生材等
特管産業廃棄物

除去物：特管産廃
養生材等：産廃

全て産廃

区 分 Ⅰ Ⅱ Ⅲ
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3.3 施工計画の作成

施工計画に含むべき内容と留意事項
（１）処理工法

①剥離剤併用工法では事前テスト等により以下を確認①剥離剤併用工法では事前テスト等により以下を確認

・有効性、使用量、オープンタイム、作業性、臭気等

・有機溶剤等に対する配慮（ＳＤＳその他）

②集じん装置付きの工法

・入隅部等の施工が困難なため、補助工法との併用

・補助工法での粉じん飛散防止措置に配慮・補助工法での粉じん飛散防止措置に配慮

（２）粉じん飛散防止措置（隔離措置その他）

（３）粉じんばく露防止措置（呼吸用保護具、保護衣等）

（４）廃水処理（水を利用する工法で配慮）

（５）廃棄物処理

４．届出

石綿含有吹付材として、労働基準監督署及び都道府県等に次
の届出をしなければならない

届出先 対象物 根拠法 届出名称 届出者 届出期限

労働基
準監督
署

耐火・
準耐火
建築物

安衛法
（第88条）

工事計画届 事業者

（元請業者含
む）

14日前
まで

上記以外
の建築物
工作物

石綿則
（第5条）

作業届 事業者

（元請業者含
む）

あらかじ
め（作業
前）工作物 む） 前）

都道府
県政令
市

建築物
工作物

大防法
（第18条
の15）

特定粉じん
排出等作業
実施届

解体・改修工
事の発注者

14日前
まで
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５．処理作業共通事項
（１）石綿作業主任者：工事ごとに選任・常駐

（２）除去作業者：特別教育（4.5時間）の受講

6か月ごとの石綿特殊健診の受診

（３）特別管理産業廃棄物管理責任者：（３）特別管理産業廃棄物管理責任者：

特別管理産業廃棄物を排出するとき、元請が配置

（４）表示および掲示

①事前調査結果の掲示（大防法・石綿則）・・石綿無も

必要

②作業方法の掲示（大防法・厚労省通知）

③関係者または作業者以外立ち入り禁止③関係者または作業者以外立ち入り禁止

④石綿作業主任者の選任・職務

⑤喫煙・飲食の禁止

⑥石綿取扱い注意事項

①、②は兼用させてもよい

(1) 出入口及び集じん・排気装置の排気口を除き密閉し、他の
空間から隔離することで石綿粉じんの 飛散・漏えいを防止す
る 密閉にあた ては 床面は厚さ 0 15 以上のプラス

6.1 隔離養生

る。密閉にあたっては、床面は厚さ 0.15mm 以上のプラス
チックシート 2 重張り、立ち上がりおよび屋根面は厚さ
0.08mm 以上のプラスチックシートを 45cm 以上の重ね 代を
確保して粘着テープで貼り合わせる。

(2) 外部で隔離養生する場合には、強い雨、風などに耐えられ
るようパネルなどで補強する。また、 床には、床用塩化ビニ
ルシートなど堅固なシートを用いて補強することも必要となる。

(3) 足場などの養生も適切に行う(3) 足場などの養生も適切に行う。
(4) 水を使用する工法では、床面に防水シートなどを用い、立ち

上がりを設けるなど廃水を漏らさず、 回収するような措置を
講じる。
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(1) 入り口には、前室、洗身室、更衣室を設け、人の出入りなどに
よる石綿粉じんの漏えいを防止す る。

6.2 セキュリティーゾーンの設置

よる石綿粉じんの漏えいを防止す る。

(2) 作業開始前および作業する日の作業前に、作業場および前室
が負圧となっていることを確認し、 記録する。

(3) 外部にセキュリティーゾーンを設置する場合には、風の吹込み
や吸出しによる石綿粉じんの漏え いを防止する。

(1) 隔離作業場を負圧に保つとともに、作業場内の石綿粉じんを
捕集するために集じん・排気装置 を設置する。

6.3 集じん・排気装置の設置

捕集するために集じん 排気装置 を設置する。

(2) 隔離作業場の負圧を安定的に確保できるように、十分余裕が
ある排気能力の集じん・排気装置 を使用する。

(3) 漏えいがなく、正常に稼働する集じん・排気装置を使用するこ
ととし、現場設置後作業開始前 に正常に稼働することを確認し、
その結果を記録する。

(4) 作業開始後速やかに集じん 排気装置からの漏えいがないこ(4) 作業開始後速やかに集じん・排気装置からの漏えいがないこ
とをデジタル粉じん計などを用い て確認し、その結果を記録す
る。
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(1) 除去終了後、除去面および隔離シート面に粉じん飛散を防止
するための処理剤を噴霧し、その 後粉じん飛散抑制剤を空中

6.4 隔離解除前の措置

するための処理剤を噴霧し、その 後粉じん飛散抑制剤を空中
散布し粉じんの沈降を促進させるとともに、1.5 時間以上集じ
ん・排気 装置を稼働させて、隔離作業場内の粉じんを処理する。

(2) 隔離作業場内の総繊維数濃度を測定し、粉じんが処理されて
いることを確認後、隔離養生を撤 去する。

(1) 養生 施工区画を設定し、水滴飛沫などによる汚れを防止する
ために、プラスチックシートなどで養生 を行う。

7．隔離工法としない場合の措置

ために、プラスチックシ トなどで養生 を行う。

(2) 粉じん飛散防止措置 前室は不要であるが、施工区画の境界
上にエアシャワー付き洗身設備などを設け、作業終了時 に（施

工区画を出る際）作業衣に付着した粉じんを除去することが望
ましい。

(3) 呼吸用保護具・保護衣等 ①取替式の防じんマスク（フィルター
は RL3 または RS3 以上を使用）を使用させる ②専用の作業は RL3 または RS3 以上を使用）を使用させる。 ②専用の作業

衣を使用し、作業終了時には洗身設備などで付着した粉じんを
除去する。
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(1) 高圧水洗工法等水を使用して除去する工法の場合、廃水は、
流出や地面に浸透することのないよ うに回収する。

8．廃水処理

流出や地面に浸透することのないよ うに回収する。

(2) 回収した廃水は、凝集剤などを用いて泥分を沈殿させる。

(3) 最終的に余剰となった廃水は、凝集剤などを用いて泥分を沈
殿させ、上澄み水はろ過後下水道等 に放流する。沈殿物は、

吸収剤などを用いて吸着させるか、セメントにより固化して、「廃
石綿等」 として廃棄物処理する。

(1) 除去した仕上塗材等は、特別管理産業廃棄物「廃石綿等」とし
て取り扱い、「溶融処理」、環境大 臣認定の「無害化処理」また

9．廃棄物処理

て取り扱い、 溶融処理」、環境大 臣認定の 無害化処理」また

は管理型埋立処分する。管理型埋立処分する場合には、薬剤
などによ る安定化またはコンクリートによる固形化を行ったうえ、
耐水性材料で 2 重梱包する。

(2) 隔離工法において養生などに使用したプラスチックシート、保
護衣、集じん・排気装置や呼吸用 保護具のフィルターなど石綿

粉じんの付着のおそれがあるものは、特別管理産業廃棄物「廃粉じんの付着のおそれがあるものは、特別管理産業廃棄物 廃
石綿等」 として取り扱う。

(3) 隔離養生としない場合の養生シートなどは、産業廃棄物「廃プ
ラスチック類」として処分する。


